
(証券コード 2778)
2025年４月23日

(電子提供措置の開始日2025年４月22日)

株 主 各 位

名古屋市中村区名駅五丁目27番13号

代表取締役社長 福 井 正 弘

第40回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第40回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「第40回定時
株主総会招集ご通知」及び「第40回定時株主総会その他の電子提供措置事項（交付書
面省略事項）」として掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、
ご確認くださいますようお願い申し上げます。

当社ウェブサイト https://www.palemo.co.jp/ir/stockholders.html

上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主総会」を順に選択いた
だきご覧ください。

また、上記のほか、東京証券取引所のウェブサイトにも掲載しておりますので、以
下東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスしていただ
き、銘柄名（会社名）に「パレモ」または証券コードに「2778」を入力・検索し、「基
本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択いただき、「縦覧書類」にある「株主総会
招集通知／株主総会資料」に掲載されている情報をご覧ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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なお、事前にインターネットまたは書面により議決権を行使いただけますので、当

日ご出席されない場合は、いずれかの方法での議決権行使をお願い申し上げます。各

議案の内容は、後記の「株主総会参考書類」をご検討いただきまして、後述の「議決

権行使についてのご案内」をご参照のうえ、2025年５月14日（水曜日）午後５時45分

までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
敬 具

記

１. 日 時 2025年５月15日（木曜日）午前10時

（受付開始予定時刻 午前９時30分）

２. 場 所 名古屋市中村区那古野一丁目47番１号

名古屋国際センター 別棟ホール

(末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

※お土産のご用意はございません。

３. 目的事項

報 告 事 項 １．第40期（2024年２月21日から2025年２月20日まで）事業報告及

び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２．第40期（2024年２月21日から2025年２月20日まで）計算書類の

内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件
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４．その他本招集ご通知に関する事項

電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び定款第14条第２項の

規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト https://www.palemo.co.jp/ir/stockholders.html 及び

東京証券取引所ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

に掲載しておりますので、書面交付請求をされた株主の皆様に交付する書面には記載

しておりません。

なお、これらは、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした

対象書類の一部であります。

①事業報告の「主要な事業内容」「主要な事業所」「従業員の状況」「会社の新株予約

権等に関する事項」「会計監査人の状況」「会社の体制及び方針」

②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」及び計算書類の「株

主資本等変動計算書」「個別注記表」
以上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、電子提供措置事項を掲載しているインターネ

ット上の各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。

◎決議のご通知につきましては送付せず株主総会終了後に、電子提供措置事項を掲載して

いるインターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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議決権行使 についてのご案内
後記または電子提供措置事項に掲載の「株主総会参考書類」をご検討いただき、

以下のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

事前にご行使いただく場合

「スマート行使」によるご行使 パソコン等によるご行使 書面によるご行使

行使期限

2025年５月14日（水曜日）
午後５時45分行使分まで

同封の議決権行使書用紙の右

下「スマートフォン用議決権

行使ウェブサイトログインQR

コード」をスマートフォンか

タブレット端末で読み取りま

す。

行使期限

2025年５月14日（水曜日）
午後５時45分行使分まで

議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

にアクセスし、同封の議決権

行使書用紙に記載の議決権行

使コード及びパスワードをご

利用のうえ、画面の案内に従

って議案に対する賛否をご登

録ください。

行使期限

2025年５月14日（水曜日）
午後５時45分到着分まで

同封の議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示いた
だき、行使期限までに当社株
主名簿管理人に到着するよう
ご返送ください。議決権行使
書面において、議案に賛否の
表示がない場合は、賛成の意
思表示をされたものとして取
り扱わせていただきます。

詳細につきましては
次頁をご覧ください。

詳細につきましては
次頁をご覧ください。

当日ご出席される場合

株主総会へ出席 株主総会開催日時

2025年５月15日（木曜日）

午前10時
（受付開始予定時刻 午前９時30分）

同封の議決権行使

書用紙をご持参い

ただき、会場受付

にご提出くださ

い。

重複して行使された議決権の取扱いについて

(1) 書面とインターネット(「スマート行使」を含む。)により二重に議決権を行使された場合は、イン
ターネット(「スマート行使」を含む。)によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただ
きます。

(2) インターネット(「スマート行使」を含む。)により議決権を複数回行使された場合は、最後に行わ
れたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
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見 本

見 本

ＱＲコードを読み取る方法
「スマート行使」

インターネットによる議決権行使のご案内
議決権行使コード・パスワードを

入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力すること
なく議決権行使ウェブサイトにログインすること
ができます。

議決権行使
ウェブサイト

議決権行使書用紙右下に記載のＱＲコード
を読み取ってください。

１

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

２

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

３

２ 以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

４ 以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

１ 議決権行使ウェブサイトに
アクセスしてください。

「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

「スマート行使」での議決権行使は１回に
限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数で
すがＰＣ向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙
に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力し
てログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※ＱＲコードを再度読み取っていただくと、ＰＣ向け
サイトへ遷移できます。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法等がご不明な場
合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120-652-031（フリーダイヤル）

（受付時間 午前９時～午後９時）

https://www.web54.net

― 5 ―

2025年04月09日 18時11分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

利益配分につきましては、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題とし
て認識し、将来の事業拡大のための投資と経営体質強化のための内部留保の確保
とのバランスを総合的に判断し、機動的な配当政策を実施することを、基本的な
考えといたしております。

当期の配当につきましては、純損失を計上したことにより、健全な財務体質へ
の回復を優先すべきと判断し、誠に遺憾ではございますが、普通株式につきまし
ては無配とさせていただき、Ａ種優先株式につきましては、定款に定めた所定の
計算による配当を実施いたしたいと存じます。

当社といたしましては、「中期経営計画」を着実に実行することで財務基盤を安
定させ、普通株式の株主の皆様に復配できるよう努めてまいります。

なお、Ａ種優先株式に対する配当につきましては、その他資本剰余金を原資と
して、以下のとおり実施したいと存じます。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭といたします。
(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

Ａ種優先株式 １株につき55,000円 総額 14,575,000円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年５月16日

― 6 ―

2025年04月09日 18時11分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



第２号議案 取締役５名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役４名全員は任期満了となります。つきまして

は、経営管理体制の強化及び業務の円滑化を図るため１名増員し、取締役５名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
普通株式の数

１

香
こう

西
さい

雅 弘
まさ ひろ

(1964年１月30日生)

1986年３月 株式会社鈴丹入社

31,300株

2011年２月 同社執行役員SUZUTAN事業部長

2012年２月 当社執行役員アパレル事業本部SUZUTANディビジョン長

2014年２月 当社アパレル事業本部SUZUTAN事業部長

2016年２月 当社執行役員アパレル事業本部レギュラー事業部長

2017年２月 当社執行役員アパレル事業部長

2017年８月 株式会社パレモ執行役員アパレル事業部長

2018年５月 同社取締役アパレル事業部長

2019年２月 同社常務取締役営業担当

2020年２月 同社常務取締役営業担当兼雑貨事業部長

2021年２月

2021年５月

同社代表取締役社長（現任）

当社取締役（現任）

取締役候補者の選任理由
長年にわたり子会社の社長として、経営に携わるなど社業全般に対する幅広い知識と豊富な経
験を有しており、事業運営等重要な役割を果たし、グループ全体の経営をけん引する役割が期
待できることから、企業価値向上を実現するために必要な人材として、引き続き取締役として
選任をお願いするものであります。

２

※

増
ます

田
だ

仁 敬
よし たか

(1965年２月26日生)

1988年３月 株式会社鈴丹入社

2,573株

2013年８月 当社アパレル事業本部ヴィサリア・ＦＣディビジョン部長

2021年５月 当社社長室長

2022年２月 当社社長室長兼監査室長

2024年２月 当社社長室長

2024年５月 当社執行役員社長室長（現任）

取締役候補者の選任理由
店舗運営やＦＣ事業に長く携わり、その後社長室長として経営企画全般また内部監査部門も担
当し豊富な知見を有しております。現在は執行役員社長室長として、経営戦略、広報、ＩＲを
担当し、当社グループの基盤整備及びガバナンス体制の構築に寄与していることから、企業価
値向上を実現するために必要な人材として、新たに取締役として選任をお願いするものであり
ます。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
普通株式の数

３

※

笹
ささ

野
の

信 行
のぶ ゆき

(1975年１月13日生)

2006年９月 東建コーポレーション株式会社入社

1,124株
2021年５月 株式会社パレモ入社

2021年９月 当社経理管理部長

2024年５月 当社執行役員管理担当兼経理管理部長（現任）

取締役候補者の選任理由
上場企業での豊富な知識と経験を活かし、当社入社後は経理管理部長として、経理部門の強化
に貢献しており、現在は執行役員管理担当として、財務、経営企画などの分野に携わり、グル
ープ全体のコーポレート・ガバナンスを推進する役割が期待できることから、企業価値向上を
実現するために必要な人材として、新たに取締役として選任をお願いするものであります。

４

永
なが

田
た

昭 夫
あき お

(1948年９月15日生)

1976年３月 公認会計士登録

21,600株

1988年８月 中央新光監査法人代表社員就任

2007年８月 あずさ監査法人（現有限責任あずさ監査

法人）代表社員就任

2011年７月 公認会計士永田昭夫事務所開設所長（現任）

2012年６月 日本トランスシティ株式会社社外監査役（現任）

2013年５月 株式会社ＵＣＳ社外監査役

2015年５月 当社社外取締役（現任）

2015年６月 竹田印刷株式会社（現竹田ｉＰホールディングス株式会社）社外監査役

2021年６月 竹田印刷株式会社（現竹田ｉＰホールディングス株式会社）

社外取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割
公認会計士として企業会計に精通しており、その長年の経験と見識によりコーポレートガバナ
ンスの強化が図られるほか、株式会社鈴丹（2012年２月21日付けで当社に吸収合併）に対し、
2005年２月期から2011年２月期にかけて、監査法人のサイナーとして関与した実績を有してお
り、当社の経営に対する様々な助言及び意見をいただいております。同氏はこれまで社外役員
になること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、これらのことから、引き
続き社外取締役として選任をお願いするものであります。選任後は、公認会計士等の長年の経
験や見識を活かし、経営陣から独立した客観的な立場から、当社の経営やガバナンス体制等に
対する意見や助言を行うという役割を期待しております。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
普通株式の数

５

田
た

村
むら

富美子
ふ み こ

(1960年４月９日生)

1985年４月 横浜ＹＭＣＡ ＹＭＣＡ健康福祉専門学校専任講師

－株

1994年４月 東京工芸大学女子短期大学講師

1996年９月 株式会社パソナ入社

2009年９月 同社執行役員関東営業本部第３営業部部長

2016年９月 同社常務執行役員東海営業本部本部長

2018年９月 同社専務執行役員キャリア支援事業本部本部長

2020年３月 同社人材派遣・ＢＰＯ本部理事

2021年12月 株式会社シイエム・シイ社外取締役（現任）

2022年６月 株式会社パソナ エキスパート・ＢＰＯ事業本部理事（現任）

2024年５月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割
人材サービス産業で企業経営に携わり、人材教育・育成に関する高い知見や豊富な経験を有し
ていることから、選任後は、経営陣から独立した客観的な立場で、当社の経営やガバナンス体
制等に対する意見や助言を行うという役割を期待し、引き続き社外取締役として選任をお願い
するものであります。

(注) 1．※は新任候補者であります。
2．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3．候補者の永田昭夫氏及び田村富美子氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は両氏を株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所に対し、両取
引所の定める独立役員として届け出ており、両氏が原案どおり再任された場合、引き続き
両氏を独立役員とする予定であります。
(1)社外取締役候補者との責任限定契約について

当社は、永田昭夫氏及び田村富美子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任
限度額は、金120万円と法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額となります。な
お、両氏が原案どおり再任された場合、当社は両氏との間で、当該契約を継続する予定
であります。

(2)社外取締役に就任してからの年数について
永田昭夫氏及び田村富美子氏は、現在当社の社外取締役であり、その就任してからの年
数は本総会終結の時をもって、永田昭夫氏は10年であり、田村富美子氏は１年でありま
す。

4．取締役候補者を被保険者とする役員等賠償責任保険契約について
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することと
なる、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けるこ
とによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしております。各
取締役候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時
には同内容での更新を予定しております。

5. 所有する当社普通株式の数には、従業員持株会の持分を含めて記載しております。
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第３号議案 監査役１名選任の件
本総会終結の時をもって監査役土田新一郎氏は任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
普通株式の数

※

福
ふく

井
い

正 弘
まさ ひろ

(1965年１月21日生)

1988年３月 株式会社鈴丹入社

29,400株

2015年５月 当社社長室長

2017年２月 当社執行役員社長室長

2018年５月 当社取締役社長室長

2021年４月 当社取締役管理担当兼子会社担当

2022年５月 株式会社パレモ取締役（現任）

2022年５月 当社代表取締役社長（現任）

監査役候補者の選任理由
当社の代表取締役社長として経営全般に従事し、業界動向や当社の事業環境、財務状況について深い
知見を有しております。経営視点を踏まえた監査を通じ、当社のコーポレート・ガバナンスの一層の
強化が期待されることから、新たに監査役として選任をお願いするものであります。

(注) 1．※は新任候補者であります。
2．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3．監査役候補者を被保険者とする役員等賠償責任保険契約について

当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することと
なる、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けるこ
とによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしております。監
査役候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時に
は同内容での更新を予定しております。

― 10 ―

2025年04月09日 18時11分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



（ご参考）取締役・監査役のスキルマトリックス

取締役・監査役の有する知識・経験・能力等

企 業

経 営

営 業

マーケティング

商品政策

商品管理

コンプライアンス

リスクマネジメント

財 務

経 理

金 融

ＥＳＧ

取締役

社内

香西雅弘 〇 〇 〇 〇 〇

増田仁敬 〇 〇 〇 〇

笹野信行 〇 〇 〇

社外
永田昭夫 〇 〇

田村富美子 〇 〇 〇

監査役

社内 福井正弘 〇 〇 〇 〇 〇

社外
今枝 剛 〇 〇

川口直也 〇 〇

（注）1．上記一覧表は、特に専門性の発揮を期待する分野を示しており、当社の取締役・監査役が
有する全ての知見を表すものではありません。

2．経営企画・経営戦略及び人事・ヒューマンリソースの観点は、企業経営に含まれておりま
す。

以 上
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事 業 報 告

(自 2024年２月21日
至 2025年２月20日)

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

1. 当連結会計年度の事業の状況

事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や個人消費に持ち

直しの動きがみられるなど、景気は緩やかな回復基調となりました。その一

方で、トランプ米大統領の政策転換による影響や、中東・ウクライナなどの

地政学リスク、円安基調の為替のほか、原材料価格の高騰による物価上昇な

ど、依然として景気の先行きは不透明な状況が継続しました。

当社グループが属する専門店業界におきましては、コロナ禍を経て、サス

テナビリティの観点からもシーズンレス商品を増やすことで、気候変動に対

応した品揃えにシフトし在庫抑制を図るなど、過剰供給への対応が進む傾向

となりました。また、消費行動はリアル店舗での購買が回復し、店頭販売だ

けでなく、ＯＭＯ（デジタルとリアルの融合）対策が重要視される状況がさ

らに強まっている中、ＳＮＳ活用の必要性も高まっていることから、デジタ

ル関連の人材の確保と育成が課題となっております。

このような環境の中、当社グループにおきましては、コロナ後の社会情勢

の変化や当社が属する専門店業界を取り巻く競争状況の変化も踏まえ、新た

な３カ年の「新中期経営計画」に取り組むことで、安定的な収益の２本柱体

制（アパレル、雑貨）を確立させるとともに、成長モデルの再構築に向けた

取り組みを推し進めるなど、企業価値の向上に努めてまいりました。

当連結会計年度におきましては、夏シーズンは全国的な猛暑の影響から、

紫外線防止対策や冷感素材などの機能性商品を中心に夏シーズン商品の販売

が好調に推移する一方で、梅雨前線や台風などの影響から大雨となる地域も

みられ、客数が伸び悩む傾向となりました。また、冬シーズンにおきまして

は、12月以降冬らしい気温推移となり、アウター、ニット、ひざ掛けなどの

暖かみのある防寒商品を中心とした冬シーズン商品の販売が伸びる結果とな

りました。その一方で、秋冬・春夏シーズンが立ち上がる９月、２月に、そ

れぞれ残暑、寒波の影響から、販売が伸び悩むほか、物価上昇に対する消費

者の節約志向の高まりや前年の新型コロナウィルス感染症５類移行後の外出

需要拡大の反動もあり、全社の既存店売上高前年比は、98.4％となりました。

― 12 ―

2025年04月09日 18時11分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



店舗の出退店におきましては、新規に３店舗を出店し、不採算店舗を中心

に36店舗を退店した結果、当連結会計年度末の店舗数は244店舗となりまし

た。

以上の結果、当連結会計年度におきましては、売上高150億40百万円（前年

同期比5.6％減）、営業利益２億14百万円（前年同期比40.7％減）、経常利益は

１億62百万円（前年同期比51.6％減）、親会社株主に帰属する当期純損失は47

百万円（前期同期は親会社株主に帰属する当期純利益４億11百万円）となり

ました。

2. 設備投資の状況

当連結会計年度は、総額２億99百万円の投資を行いました。

このうち店舗新設に伴う建物・設備に８百万円、新設店舗賃借に係る保証金

として25百万円、既存店の改装及びシステム投資等に２億65百万円の投資を行

っております。これらに必要な設備投資資金は自己資金等により充当しており

ます。

なお、当連結会計年度における当社グループの店舗展開は、Re-J&SUPURE（リ

ジェイアンドスプル）川崎アゼリア店をはじめとする３店舗を新規出店、業態

変更による既存店舗活性化のため15店舗を改装、不採算店舗等36店舗を退店し

たことにより、期末店舗数は244店舗となりました。

3. 資金調達の状況

当社グループは、安定的かつ機動的な資金調達体制の構築、既存借入金のリ

ファイナンスを目的として、総額20億円のシンジケートローン契約を締結しま

した。

4. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

5. 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

6. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

7. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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8. 対処すべき課題

今後対処すべき課題は、次のとおりであります。

(1) 収益の二本柱体制の確立

当社グループは、コロナ後の社会情勢や、当社グループが属する専門店業

界を取り巻く競争環境の変化が著しいなかにおきましては、アパレルと雑貨

の収益の二本柱体制を確立することが、継続して黒字を計上し経営基盤の安

定化を実現するうえで最も重要な課題と考えております。当連結会計年度よ

り取り組んでおります「新中期経営計画」に則り、アパレルにおきましては、

外出需要の回復を背景にＭＤ（マーチャンダイジング）改革が進みましたが、

今後は新規出店のほかＥＣ（ネット通販）をはじめとする成長分野への投資

を拡大することで、「再成長」を実現してまいります。また、雑貨におきまし

ては、競争力のある商品供給と、店舗の特性に合わせた最適な品揃えを進め

ることで、本格的な「再生」に取り組んでまいります。

(2) ガバナンス体制の強化とオペレーション改革の推進

当社グループを取り巻く環境は、緩やかな景気回復が進む一方で、円安や

原材料費の高騰による物価上昇が続き、消費者の生活防衛意識が高まるなど

先行き不透明な状況が続いております。このような環境のなかで当社グルー

プといたしましては、ガバナンスを効かせた仕入及び在庫コントロールの運

用を継続するとともに、今後は、物流子会社を活用した店舗在庫の偏在解消

によるプロパー消化率の向上にも取り組んでまいります。また、販売サービ

スレベルの向上と作業削減などを伴う店舗運営の効率化を実現するために、

デジタルツールを活用した様々なオペレーション改革も継続してまいります。
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(3) 成長事業への投資と人材確保と育成

当社グループが持続可能な経営を実現し、永続的安定成長を遂げていくた

めには、これまでの既存事業の収益改善のみならず、今後も変わりゆく時代

の変化を敏感に捉え、将来の成長に向けた新たな業態やブランドの開発を進

めていく必要があると考えます。特にＺ世代向けブランドの拡充と、ＥＣ

（ネット通販）とリアル店舗の相互送客をはじめとしたＯＭＯ（オンラインと

オフラインの融合）への取り組みは、ＣＲＭ（顧客関係管理）を含めた顧客

戦略の中心と位置づけて、積極的に取り組んでまいります。また、深刻な人

手不足に対しましては、賃金の引き上げや処遇の改善推進に加え、店舗従業

員のほか、新たな事業に挑戦できる人材の確保が重要な課題と捉えているこ

とから、より多くの従業員が活躍できる場を広げるとともに、将来を見据え

た次世代リーダーの育成にも注力してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜り

ますようお願い申し上げます。
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9. 財産及び損益の状況の推移
(単位：千円)

項 目

第 37 期

(自 2021年２月21日
至 2022年２月20日)

第 38 期

(自 2022年２月21日
至 2023年２月20日)

第 39 期

(自 2023年２月21日
至 2024年２月20日)

第 40 期
(当連結会計年度)

(自 2024年２月21日
至 2025年２月20日)

売 上 高 17,907,189 17,513,597 15,941,204 15,040,684

経常利益又は経常損失(△) △674,885 580,365 336,402 162,838

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

△1,393,794 562,003 411,775 △47,631

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

△116円88銭 46円82銭 34円24銭 △3円96銭

総 資 産 9,218,333 8,769,026 8,426,469 6,988,866

純 資 産 418,479 1,245,509 1,642,632 1,580,383

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第38期から適用し
ており、第38期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

10. 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社パレモ 10百万円 100%
レディースアパレル、生活雑貨、バ
ッグの専門店チェーン

（注）当事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

11. 主要な借入先
(単位：千円)

借 入 先 借入金残高

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 1,928,571

（注）株式会社あいち銀行を主幹事とする4社からの協調融資によるものです。
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Ⅱ．会社の株式に関する事項

1. 大株主（上位10名）

株 主 名

持 株 数
合計株式

持株比率普通株式
Ａ種優先

株式
合計株式

株 式 会 社 西 松 屋 チ ェ ー ン 2,087,242株 265株 2,087,507株 17.35％

Ｇ Ｍ Ｏ ク リ ッ ク 証 券 株 式 会 社 396,800株 － 396,800株 3.29％

内 藤 征 吾 360,000株 － 360,000株 2.99％

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 299,300株 － 299,300株 2.48％

トラストワークスプランニング株式会社 285,800株 － 285,800株 2.37％

楽 天 証 券 株 式 会 社 267,100株 － 267,100株 2.22％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 263,621株 － 263,621株 2.19％

パ レ モ 従 業 員 持 株 会 167,472株 － 167,472株 1.39％

吉 田 知 也 150,000株 － 150,000株 1.24％

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 147,087株 － 147,087株 1.22％

（注）持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式（自己株式24,914株を除く。）の総数に対
する割合であります。

2. その他株式に関する重要な事項

(1) 発行可能株式総数 普通株式 27,350,000株

Ａ種優先株式 10,000株

(2) 発行済株式の総数 普通株式 12,051,384株

（うち自己株式 24,914株)

Ａ種優先株式 265株

(3) 株主数 普通株式 9,390名

Ａ種優先株式 １名
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Ⅲ．会社役員に関する事項

1. 取締役及び監査役の氏名等（2025年２月20日現在）

氏 名 地 位 担 当 重要な兼職の状況等

福 井 正 弘 代表取締役社長 株式会社パレモ取締役

香 西 雅 弘 取 締 役 株式会社パレモ代表取締役社長

永 田 昭 夫 取 締 役

公認会計士永田昭夫事務所所長
日本トランスシティ株式会社社外監査役
竹田ｉＰホールディングス株式会社社外取締役
（監査等委員）

田 村 富美子 取 締 役
株式会社シイエム・シイ社外取締役
株式会社パソナ エキスパート・ＢＰＯ事業本部理事

土 田 新一郎 常 勤 監 査 役 株式会社パレモ監査役

今 枝 剛 監 査 役

公認会計士今枝会計事務所所長
税理士法人クロスブレイン代表社員
ナトコ株式会社社外監査役
ジャパンマテリアル株式会社社外取締役
（監査等委員）

川 口 直 也 監 査 役 川口法律事務所所長

(注)1. 取締役のうち永田昭夫氏及び田村富美子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取
締役であります。

2. 当社は、取締役永田昭夫氏及び田村富美子氏を株式会社東京証券取引所及び株式会
社名古屋証券取引所に対し、両取引所の定める独立役員として届け出ております。

3. 監査役のうち今枝 剛氏及び川口直也氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査
役であります。

4. 当社は、監査役今枝 剛氏及び川口直也氏を株式会社東京証券取引所及び株式会社
名古屋証券取引所に対し、両取引所の定める独立役員として届け出ております。

5. 監査役今枝 剛氏は、公認会計士、税理士として財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。また監査役川口直也氏は、弁護士として企業法務に精通し
ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

6. 当事業年度中に就任した取締役
2024年５月16日開催の第39回定時株主総会において、新たに田村富美子氏が
取締役に選任され、就任いたしました。

7. 当事業年度中に退任した取締役
2024年５月16日開催の第39回定時株主総会終結の時をもって、太田直人氏及び赤塚
憲昭氏は任期満了により退任いたしました。
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2. 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役永田昭夫氏及び田村富美子氏並びに社外監査役今枝 剛

氏及び川口直也氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償

責任限度額は、金120万円と法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額とな

ります。

3. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、取締役、監査役及び執行役員並びに子会社の役員を被保険者として

会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を

締結しております。保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険

者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約では、被保険者である役

員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求

を受けることによって生ずることのある損害について填補することとされてお

ります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して

生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。

4. 取締役及び監査役の報酬等

(1) 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

①基本方針

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており、その

概要は、当社の取締役の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締

役の報酬等の決定に際しては、個々の取締役の職責を踏まえた適正な水準とす

ることを基本方針としております。具体的には、業務執行取締役の報酬等は、

固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等としての株式報

酬型ストックオプションにより構成し、監督機能を担う非業務執行取締役及び

社外取締役については、その職務に鑑み、月例の固定報酬のみを支払うことと

しております。なお、監査役の報酬等につきましては、監査役の協議により決

定しております。

②基本報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期

又は条件に関する方針を含む。）

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位・職責に応じて、当

社の業績や従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するも

のとしております。
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③業績連動報酬等に係る業績指標の内容及び当該業績連動報酬等の額又は数の

算定方法の決定に関する方針

当社の取締役の業績連動報酬等は、当社グループの営業成績を端的に表す連

結営業利益を業績指標として採用し、連結営業利益の目標達成率に応じて個人

別の報酬等の額を算出しております。業績連動報酬等は、賞与として毎年、一

定の時期に支給するものとしております。

④非金銭報酬等の内容及び当該非金銭報酬等の額もしくは数又はその算定方法

の決定に関する方針

当社は、業績向上の意欲を高めるため株式報酬型ストックオプション（非金

銭報酬等）を採用し、取締役の役位・職責に応じて定時株主総会終結後の一定

の時期に付与しております。

⑤基本報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別

の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

当社の業績連動報酬等は、取締役の個人別の固定報酬の概ね１割以上４割以

下になるよう設計しております。また、各報酬等の額の取締役の個人別の報酬

等の額に対する割合は、当社の企業価値向上に向けたインセンティブとなるよ

う、個々の取締役の職責等も踏まえて適切に設定しております。なお、業績連

動報酬制度は、非業務執行取締役及び社外取締役並びに監査役は対象としてお

りません。

(2) 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬の限度額は、2007年５月11日開催の第22回定時株主総会決議

において年額150百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役に

ついては年額50百万円以内とされております。当該定時株主総会終結時点の

取締役の員数は８名（うち、社外取締役は１名）、監査役の員数は３名（う

ち、社外監査役は２名）です。また、当該報酬の枠内においては株式報酬型

ストックオプションを取締役については年額30百万円以内、監査役について

は年額５百万円以内として支給することを、2018年５月17日開催の第33回定

時株主総会で決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数

は７名（うち、社外取締役は２名）、監査役の員数は４名（うち、社外監査役

は２名）です。

(3) 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

株主総会決議に基づく報酬総額の限度内で代表取締役社長が前事業年度の
実績と役位に応じた原案を策定し、報酬委員会において、取締役の個人別の
報酬等の内容に係る決定方針に基づき審議及び決定し、取締役会に報告して
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おります。取締役の個人別の報酬等の決定を報酬委員会に委任する理由は、
報酬委員会が、独立かつ客観的な見地から評価、検討ができ、ガバナンスの
強化が図られることから委任いたしました。

報酬委員会のメンバーは、福井正弘（代表取締役）、永田昭夫（社外取締
役）、田村富美子（社外取締役）であります。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、原案について、報酬

等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が、取締役会で決議された
決定方針との整合性等、多角的な検討を行うとともに、監査役会の意見収集
の結果を尊重しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数固定報酬
ストック
オプション

業績連動報酬

取 締 役
（うち社外取締役）

26,670千円
（3,075千円）

26,670千円
（3,075千円）

－
（－）

－
５名

（３名）

監 査 役
（うち社外監査役）

13,985千円
（2,952千円）

13,985千円
（2,952千円）

－
（－）

－
３名

（２名）

(注) 取締役の報酬等の額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

5. 社外役員に関する事項
(1) 社外役員の重要な兼職の状況

区 分 氏 名 重要な兼職先等

社 外 取 締 役 永 田 昭 夫

公 認 会 計 士 永 田 昭 夫 事 務 所 所 長

日 本 ト ラ ン ス シ テ ィ 株 式 会 社 社 外 監 査 役

竹田ｉＰホールディングス株式会社社外取締役（監査等委員）

社 外 取 締 役 田 村 富美子
株 式 会 社 シ イ エ ム ・ シ イ 社 外 取 締 役

株式会社パソナ エキスパート・ＢＰＯ事業本部理事

社 外 監 査 役 今 枝 剛

公 認 会 計 士 今 枝 会 計 事 務 所 所 長

税 理 士 法 人 ク ロ ス ブ レ イ ン 代 表 社 員

ナ ト コ 株 式 会 社 社 外 監 査 役

ジャパンマテリアル株式会社社外取締役（監査等委員）

社 外 監 査 役 川 口 直 也 川 口 法 律 事 務 所 所 長

（注）上記兼職先と当社との間に、重要な取引その他の関係はありません。
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(2) 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

(3) 当事業年度における主な活動状況

氏 名
取締役会への
出席状況

監査役会への
出席状況

主な活動状況

永 田 昭 夫

当事業年度開
催の取締役会
15回全てに出
席

－

取締役会の議案審議等において、公認会計士
等の長年の経験と見識に基づき、必要な発言
を適宜しており、経営陣から独立した客観的
な立場から、経営やガバナンス体制等に対す
る意見や助言を行うという、期待された役割
を果たしております。

田 村 富美子

当事業年度開
催の取締役会
12回全てに出
席

－

取締役会の議案審議等において、人材サービ
ス産業の企業経営に携わっている者としての
豊富な経験と見識に基づき、必要な発言を適
宜しており、経営陣から独立した客観的な立
場から、経営全般に関する事項を中心に、意
見や助言を行うという、期待された役割を果
たしております。

今 枝 剛

当事業年度開
催の取締役会
15回全てに出
席

当事業年度開
催の監査役会
14回全てに出
席

取締役会の議案審議等において、公認会計士、
税理士としての経験と見識に基づき、適宜発
言を行っております。
また監査役会においても、税務、財務等につ
いて適宜発言を行っております。

川 口 直 也

当事業年度開
催の取締役会
15回全てに出
席

当事業年度開
催の監査役会
14回全てに出
席

取締役会の議案審議等において、弁護士とし
ての専門的見地に基づき、適宜発言を行って
おります。
また監査役会においても、法務全般等につい
て、適宜発言を行っております。

(注) 取締役の田村富美子氏は選任後の状況を記載しております。

(4) 社外役員の報酬等の総額等

人 員 当社からの報酬等の総額

社外役員の報酬等の総額等 ５名 6,027千円

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
(注) 本事業報告中に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しておりま

す。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2025年２月20日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

電 子 記 録 債 務

設備関係電子記録債務

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

資 産 除 去 債 務

長 期 未 払 金

3,271,197

519,335

1,618,191

22,737

285,714

125,180

446,930

12,215

79,843

80,755

43,070

30,192

7,030

2,137,285

1,642,857

486,918

7,509

流 動 資 産 4,435,669

現 金 及 び 預 金 2,044,249

売 掛 金 181,779

預 け 金 510,859
商 品 1,470,083
貯 蔵 品 21,412

１年内回収予定の差入保証金 170,347

そ の 他 36,937

固 定 資 産 2,553,196
（有 形 固 定 資 産） 580,509

建 物 516,766
工 具、 器 具 及 び 備 品 62,349
建 設 仮 勘 定 1,392

（無 形 固 定 資 産） 143,840
ソ フ ト ウ エ ア 14,598

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 128,700

そ の 他 541
（投 資 そ の 他 の 資 産） 1,828,847
投 資 有 価 証 券 4,800 負 債 合 計 5,408,482

長 期 前 払 費 用 16,731 ( 純 資 産 の 部 )
差 入 保 証 金 1,693,461 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

新 株 予 約 権

1,567,216

100,000

2,220,067

△747,730

△5,120

13,166

繰 延 税 金 資 産 117,909

そ の 他 30

貸 倒 引 当 金 △4,085

純 資 産 合 計 1,580,383
資 産 合 計 6,988,866 負 債 純 資 産 合 計 6,988,866

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2024年２月21日
至 2025年２月20日) (単位：千円)

科 目 金 額

Ⅰ 売 上 高 15,040,684

Ⅱ 売 上 原 価 7,144,579

売 上 総 利 益 7,896,104

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,681,178

営 業 利 益 214,926

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 239

債 務 勘 定 整 理 益 17,903

仕 入 割 引 2,667

そ の 他 895 21,705

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 30,718

支 払 手 数 料 41,923

そ の 他 1,151 73,794

経 常 利 益 162,838

Ⅵ 特 別 利 益

受 取 補 償 金 24,754

そ の 他 1,805 26,559

Ⅶ 特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 21,376

減 損 損 失 187,093

賃 貸 借 契 約 解 約 損 12,101

そ の 他 7,455 228,026

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （△） △38,629

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,215

法 人 税 等 調 整 額 △3,213 9,001

当 期 純 損 失 （△） △47,631

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △47,631

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(2025年２月20日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 負 債

設 備 関 係 電 子 記 録 債 務

設 備 関 係 支 払 手 形

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

資 産 除 去 債 務

固 定 負 債

長 期 借 入 金

資 産 除 去 債 務

長 期 未 払 金

関係会社事業損失引当金

599,361

22,737

3,190

285,714

109,240

111,512

1,250

31,024

4,500

30,192

3,694,045

1,642,857

485,618

7,509

1,558,060

流 動 資 産 3,389,584
現 金 及 び 預 金 1,486,298

預 け 金 510,859

貯 蔵 品 553

前 払 費 用 5,680

未 収 入 金 1,215,758

１年内回収予定の差入保証金 170,347

そ の 他 86

固 定 資 産 2,503,397

( 有 形 固 定 資 産 ) 579,179

建 物 516,646

工 具、 器 具 及 び 備 品 61,140

建 設 仮 勘 定 1,392

( 無 形 固 定 資 産 ) 137,801
ソ フ ト ウ エ ア 9,101 負 債 合 計 4,293,407

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 128,700 ( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

新 株 予 約 権

1,586,408

100,000

2,220,067

100,000

2,120,067

△728,538

△728,538

△728,538

△5,120

13,166

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) 1,786,416

投 資 有 価 証 券 4,800

関 係 会 社 株 式 40,000

出 資 金 30

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,600,000

長 期 前 払 費 用 16,731

繰 延 税 金 資 産 42,717

差 入 保 証 金 1,686,222
貸 倒 引 当 金 △1,604,085

純 資 産 合 計 1,599,575

資 産 合 計 5,892,982 負 債 純 資 産 合 計 5,892,982

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自 2024年２月21日
至 2025年２月20日) (単位：千円)

科 目 金 額

Ⅰ 営 業 収 入 2,998,800

営 業 総 利 益 2,998,800

Ⅱ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,619,349

営 業 利 益 379,450

Ⅲ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 178

債 務 勘 定 整 理 益 2,564

そ の 他 1,354 4,098

Ⅳ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 28,517

支 払 手 数 料 41,923

長 期 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 300,230

そ の 他 278 370,949

経 常 利 益 12,599

Ⅴ 特 別 利 益

受 取 補 償 金 24,754

関係会社事業損失引当金戻入額 171,192

そ の 他 1,805 197,751

Ⅵ 特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 21,376

減 損 損 失 187,093

そ の 他 3,710 212,180

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △1,829

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 29,707

法 人 税 等 調 整 額 12,268 41,976

当 期 純 損 失 （△） △43,805

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年４月２日

パレモ・ホールディングス株式会社

取 締 役 会 御 中

五 十 鈴 監 査 法 人
本部・津事務所

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 下 津 和 也
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 端 地 忠 司

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、パレモ・ホールディングス株式会社の

2024年２月21日から2025年２月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、パレモ・ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び
内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
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・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年４月２日

パレモ・ホールディングス株式会社

取 締 役 会 御 中

五 十 鈴 監 査 法 人
本部・津事務所

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 下 津 和 也
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 端 地 忠 司

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、パレモ・ホールディングス株式会

社の2024年２月21日から2025年２月20日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ
いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。
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・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2024年２月21日から2025年２月20日までの第40期事業年度における取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

1． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役及び使用人等から当該内部統制の評価
及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。
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2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告
に係る内部統制を含め指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人五十鈴監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人五十鈴監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年４月３日 パレモ・ホールディングス株式会社 監査役会
常勤監査役 土田 新一郎 ㊞
監査役（社外監査役） 今 枝 剛 ㊞
監査役（社外監査役） 川口 直 也 ㊞

以 上

― 34 ―

2025年04月09日 18時11分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



タ
カ
シ
マ
ヤ

名
鉄

名

古

屋

高

速

江

川

線

近
鉄

名
古
屋
駅

ミッドランド
スクエア

錦通り

２番出口

桜通り

大名古屋ビルヂング

地下鉄 桜通線
国際センター駅

地下街 ユニモール

名古屋国際センター
別棟ホール

泥江町
交差点

JR

西柳町

株主総会会場ご案内図

株主総会は名古屋国際センター 別棟ホールで開催いたしますので、ご出席の際

は下記の案内図をご参照ください。
所在地 名古屋市中村区那古野一丁目47番１号
〔受付開始予定時刻〕午前９時30分

〔交 通 機 関〕

・JR名古屋駅 桜通口から徒歩７分
(地下街ユニモールを進んでいただくと、国際センター駅２番出口方面から連絡通路直結)

・地下鉄桜通線「国際センター駅」２番出口方面から連絡通路直結

※当日は駐車場のご用意ができませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願
い申し上げます。
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